
   

 

別紙 1 

 

  
 

 

 

平成 29 年度岩手県計画に関する 

事後評価 

 

 

 
平成３０年１０月 

岩手県 

（令和３年 1月追記） 

※ 本紙は、計画期間満了の翌年度まで、毎年度追記して国に提出

するとともに、公表することに努めるものとする。 

（令和元年度事業実施分のみ） 
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３．事業の実施状況
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【No.16】 

 在宅歯科診療設備整備事業 

【総事業費】 

46,688 千円 

事業の対象となる区域 盛岡区域、岩手中部区域、胆江区域、両磐区域、気仙区域、

釜石区域、宮古区域、久慈区域、二戸区域 

事業の実施主体 歯科医療機関 

事業の期間 平成 29 年 4 月 1 日～令和３年 3 月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

地域において在宅歯科診療を担う歯科医療機関に対して

在宅歯科診療に必要な医療機器等の整備を支援することに

より、質の高い在宅歯科医療の提供体制の構築を図る必要

がある。 

アウトカム指標： 

在宅療養支援歯科診療件数 

154 件（平成 29 年４月１日）→164 件（平成 29 年度末） 

事業の内容（当初計画） 「歯の健康力推進歯科医師養成講習会」（同内容講習会）

を修了した歯科医師に対して、在宅歯科診療の実施に必要

な初度設備整備に要する経費を補助する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

整備医療機関：81 施設→91 施設 

アウトプット指標（達成

値） 

整備医療機関：81 施設→90 施設（平成 29 年度） 

→100 施設（平成 30 年度）→118 施設（令和元年度） 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

在宅療養支援歯科診療所数  

154 箇所（平成 29 年４月１日）→165 箇所（平成 29 年度末） 

→169 箇所（平成 30 年度末）→144 箇所（令和元年度末） 

（１）事業の有効性 

平成 29 年度は、医療機関において事業の計画に時間を要

したことなどにより設備整備医療機関数は目標値に達しな

かったものの、平成 30 年度、令和元年度も事業を継続実施

することで、目標を達成したところ。講習会の受講を終了

した歯科医師に対して初度設備整備に要する経費を補助し

たことにより、在宅歯科医療の推進につながっており、引

き続き支援を行っていく。 

（２）事業の効率性 

補助対象者を講習会受講者とすることにより、効率的に

設備整備までつなげることができたものと考える。 

その他 平成 27 年度、平成 28 年度、平成 29 年度、平成 30 年度、
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令和元年度基金を活用し実施 
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事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【No.1（介護分）】 

岩手県介護施設等整備事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

148,940 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

盛岡区域、岩手中部区域、胆江区域、両磐区域、気仙区域、釜石区域、

宮古区域、久慈区域、二戸区域 

事業の実施主体 岩手県 

事業の期間 平成２９年４月１日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介

護ニーズ 

介護を要する高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができる

よう地域密着型サービスの提供体制の充実を支援する。 

アウトカム指標：地域密着型特別養護老人ホーム等の合計床数 4,276 床 

事業の内容 ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

主な整備予定施設等 

 地域密着型特別養護老人ホーム  ８７床（３か所） 

 認知症高齢者グループホーム    45 床（５か所） 

 ②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

 ③介護施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金に対し

て支援を行う。 

 ④介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修に対して支援 

を行う。 

アウトプット指標 ・地域包括ケアシステムの実現に向けて、第６期介護保険事業支援計画

等において予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

・地域密着型介護老人福祉施設 1,155 床（5 期末）→ 1,651 床 

・認知症高齢者グループホーム 2,278 床（5 期末）→ 2,625 床 

アウトカムとアウト

プットの関連 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、地域密着型特別

養護老人ホーム及び認知症高齢者グループホームの合計床数を増とす

る。 

アウトプット指標

（達成値） 

・地域密着型介護老人福祉施設 1,155 床（5 期末）→ 1,614 床 

・認知症高齢者グループホーム 2,278 床（5 期末）→ 2,537 床 

事業の有効性・効率

性 

事業終了後 1年以内のアウトカム指標：地域密着型特別養護老人ホーム

等の合計床数 4,276 床 

⇒事業実施中 

 

 （１）事業の有効性 

アウトカム指標には届かなかったものの、地域密着型サービス施設等

の整備により地域密着型介護老人福祉施設及び認知症高齢者グループ
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ホームの床数が増加し、高齢者が地域において、安心して生活できる体

制の構築が進んでいる。 

（２）事業の効率性 

調達方法や手続について情報提供することで一定の共通認識が得ら

れ、効率的な施設整備が図られた。 

その他  

 

 

  



   

7 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業  

事業名 【NO.１（介護分）】 

介護関係者等在宅医療介護連携研修事業 

【総事業費】 

  6,146 千円 

事業の対象となる区域 盛岡区域、岩手中部区域、胆江区域、両磐区域、気仙区域、

釜石区域、宮古区域、久慈区域、二戸区域 

事業の実施主体 岩手県 

事業の期間 平成 31 年４月 1日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 高齢者等が出来る限り住み慣れた地域で安心して暮らし

続けられる体制整備に向けて、医療従事者だけでなく、介

護関係者においても、在宅医療や看取り等の理解推進等を

図り、対応力の向上や受け入れ態勢の整備等を進めていく

必要がある。 

アウトカム指標：在宅死亡率 22.4％以上 

（平成 29 年度 22.4％） 

事業の内容（当初計画） 介護支援専門員や介護施設の職員（介護職員、看護師等）

に対して、在宅医療や看取り等を理解促進、対応力向上の

ための研修を実施する。また、訪問看護ステーションにお

いて、平成 30 年度に作成した「新人の訪問看護師を雇用し

体系的に育成するためのプログラム」を活用し、モデル的

な人材育成を図るとともに、管理者等が人材育成で留意す

べき事項等について整理する。 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

アウトプット指標：介護関係者の研修受講者数 200 人 

アウトプット指標（達成

値） 

アウトプット指標：介護関係者の研修受講者数 117 人 

事業の有効性・効率性 事業終了後 1 年以内のアウトカム指標： 

在宅死亡率 令和元年度 23.8％ 

（１）事業の有効性 

 介護支援専門員や介護施設の職員（介護職員、看護師等）

に対し、在宅医療や看取り等を理解促進するための研修を

実施した。また、「新卒訪問看護師育成プログラム」を活用

し、訪問看護ステーションにおいてモデル的な人材育成を

図った。介護関係者の研修受講人数は目標値に達しなかっ

たものの、複数地域で開催し、地域の実情や課題に応じた

研修を行うなど、効果を挙げており、対応力向上が図られ

たと考えられる 

（２）事業の効率性 
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 介護支援専門員協会等の職能団体に委託することで、現

場の実情に応じて事業を行うことができ、効率化が図られ

た 

その他  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業  

事業名 【NO.２（介護分）】 

成年後見推進支援事業 

【総事業費】 

  6,451 千円 

事業の対象となる区域 盛岡区域、岩手中部区域、胆江区域、両磐区域、気仙区域、

釜石区域、宮古区域、久慈区域、二戸区域 

事業の実施主体 岩手県（委託実施：社会福祉法人岩手県社会福祉協議会） 

事業の期間 平成 29 年６月 1日～令和２年３月 31 日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニ

ーズ 

 高齢者等が住み慣れた地域で安心して生活していくため

に、必要に応じて成年後見制度等、権利擁護関係制度を円

滑に利用できるよう、成年後見業務を担う団体等を育成す

るとともに、権利擁護制度に係る普及啓発を行う。 

アウトカム指標：成年後見人養成研修会の参加者数 200 人、

成年後見関係事件の申立件数のうち市町村申立 50 件 

事業の内容（当初計画） ① 成年後見制度・権利擁護制度の概要、先進事例紹介等を

行う研修会の開催 

② 後見申立の実務、取組事例紹介等を行う成年後見申立支

援講座の開催 

アウトプット指標（当初

の目標値） 

成年後見人養成研修会及び成年後見申立支援講座の開催 

（各１回/年） 

アウトプット指標（達成

値） 

１ 昨年度と同様に、成年後見人養成研修会及び成年後見

申立支援講座を一括して、成年後見制度利用促進フォーラ

ムを令和元年９月１日に開催し、210 名の参加を得た。 

２ 基幹社協で日常生活自立支援事業に従事する専門員及 

び生活支援員を対象として、下記のとおり研修会等を開 

催した。 

⑴  成年後見コーディネーターによる情報交換会 

 4/16、5/21、6/18、7/16、9/17、10/15、11/19、12/17、

1/21、2/18 に開催し、各会 15 名程度の参加者 

⑵  新任専門員研修会 

 5/17 に開催し 12 名の参加者 

⑶  新任生活支援員研修会 

 6/7 に開催し、43 名の参加者 

⑷  専門員研修会 

 8/20～21 に開催し、25 名の参加者 

⑸  専門員・生活支援員研修会 

 10/8 に開催し、78 名の参加 
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事業の有効性・効率性 （１） 事業の有効性 

フォーラムの参加者を 200 名と見込んでいたが、そ 

れを上回る 210 名の参加を得た。参加者にアンケート 

調査を実施し、153 件の回答を得た。満足が 58 件で 

37.9％、やや満足が 56 件で 36.6％となり、合計すると 

回答の７割を占めており、参加者にとって、有益な情

報 

を提供したといえる。 

基幹社協の職員向け情報交換会、研修会については、 

他地区の専門員と一緒に考えたり、悩んだりする機会 

はこれまで自分たちがやっていた支援の振り返りにな 

るし、今後の支援の参考にもなってとても良いとの感 

想があった。  

（２）事業の効率性 

   フォーラムについては、昨年度と同様に「成年後見

人 

養成研修会」及び「成年後見申立て支援講座」を同日

開 

催とし、中核機関構築に向け動いている市町や国レベ 

ルの政策サイドの話、シンポジウム形式による実務者 

レベルの話など多岐に渡り、フォーラム参加者から良 

い評価を得た。 

   基幹社協の職員向け情報交換会、研修会については、 

講義だけでなく、実践報告、演習などを組み込んでい

た 

ため、参加者からのアンケートでは参考になったとの 

良い評価を得た。 

その他  

 

 


